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１
９
９
０
年
代
に
少
子
高
齢
化
が
は
じ
ま
る 

少
子
化
と
い
う
言
葉
は
１
９
９
２
年
に
出
さ
れ
た
国
民
生
活

白
書
「
少
子
社
会
の
到
来
、
そ
の
影
響
と
対
応
」
で
使
用
さ
れ
、

少
子
社
会
の
現
状
や
課
題
を
説
明
す
る
上
で
政
府
の
公
的
文
書
内

で
初
め
て
解
説
・
分
析
が
行
わ
れ
ま
し
た
。
高
齢
化
に
つ
い
て

は
、
人
口
に
占
め
る
65
歳
以
上
の
高
齢
者
の
割
合
が
高
ま
っ
て

い
る
状
態
を
指
し
ま
す
。 

日
本
は
１
９
７
０
年
に
高
齢
化
社
会
へ
移
行
、
１
９
９
４
年 

に
高
齢
社
会
、
２ 

０
０
７
年
に
は
超
高

齢
社
会
に
突
入
し
て

い
ま
す
。
総
務
省
の

推
計
で
、
人
口
は

13

年

連

続

の

減

少
。
そ
ん
な
中
、

75
歳
以
上
の
後
期 

      

高
齢
者
は
２
０
０
７
万
８
０
０
０
人
と
初
め
て
２
０
０
０
万
人
を

突
破
し
ま
し
た
。
人
口
減
・
超
高
齢
化
が
同
時
進
行
す
る
少
子
高

齢
化
が
進
ん
で
い
ま
す
。 

総
務
省
が
公
表
し
た
人
口
推
計
に
よ
る
と
、
２
０
２
３
年
10

月
1
日
時
点
で
人
口
は
1
億
２
１
１
９
万
３
０
０
０
人
で
83

万
７
０
０
０
人
減
り
、
１
９
５
０
年
以
降
で
最
大
の
落
ち
込
み
。

死
亡
数
が
出
生
数
を
上
回
る
「
自
然
減
」
は
17
年
連
続
で
、
83

万
７
０
０
０
人
と
過
去
最
大
で
し
た
。 

 

東
京
圏
へ
一
極
集
中 

東
京
圏
（
東
京
都
、
神
奈
川
県
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
）
の
人

口
は
全
国
の
29
％
（
３
７
０
０
万
人
）
を
占
め
、
東
京
圏
一
極

化
集
中
が
大
き
な
課
題
に
あ
り
ま
す
。
孤
独
・
孤
立
の
問
題
へ
の

対
策
を
め
ぐ
り
、
政
府
は
今
年
１
～
３
月
に
自
宅
で
亡
く
な
っ

た
一
人
暮
ら
し
の
人
が
全
国
で
計
２
万
１
７
１
６
人
確
認
さ

れ
、
う
ち
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
約
１
万
7
０
０
０
人
で
８

未来を夢見る子どもたち 
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割
近
く
の
現
状
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
年
間
の
死
者
数
は
約

６
万
8
０
０
０
人
と
推
計
さ
れ
ま
す
。
「
倒
れ
た
独
居
男
性

は
、
家
賃
払
え
ず
家
は
ご
み
の
山
だ
が
、
引
き
出
せ
ぬ
預
金
１
２

０
０
万
円
が
あ
っ
た
」
と
悲
し
い
ニ
ュ
ー
ス
が
報
じ
ら
れ
ま
し

た
。 少

子
化
対
策
の
推
進
に
は
結
婚
、
妊
娠
・
出
産
、
子
育
て
、

教
育
、
仕
事
と
各
段
階
に
応
じ
た
課
題
と
改
革
が
求
め
ら
れ
ま

す
。
１
９
５
５
年
頃
か
ら
１
９
７
３
年
頃
ま
で
の
高
度
経
済
成
長

期
を
終
え
る
と
高
齢
化
社
会
の
幕
開
け
と
な
り
、
そ
こ
か
ら
20

年
後
に
少
子
化
と
極
小
社
会
が
始
ま
り
ま
し
た
。 

 

選
挙
制
度
改
悪
（
小
選
挙
区
制
）
が 

社
会
保
障
の
劣
化
を
招
く 

１
９
９
４
年
に
新
た
な
選
挙
制
度
、
衆
議
院
小
選
挙
区
制
と

し
て
比
例
代
表
並
立
制
が
制
度
化
さ
れ
ま
し
た
。
比
例
区
に
お
い

て
は
全
国
を
11
の
ブ
ロ
ッ
ク
に
細
分
化
す
る
形
式
と
な
り
、
小

選
挙
区
と
合
わ
せ
、
規
模
の
大
き
な
政
党
に
と
っ
て
よ
り
有
利
に

な
る
制
度
に
な
り
ま
す
。
衆
議
院
選
挙
で
は
自
民
党
が
30
％
台

の
得
票
で
、
60
％
を
超
え
る
議
席
を
獲
得
し
、
民
意
の
乖
離
は

目
に
余
り
ま
す
。 

自
民
党
の
「
パ
ー
テ
ィ
ー
裏
金
事
件
」
の
温
床
を
つ
く
っ
た

の
も
、
選
挙
制
度
の
改
悪
に
起
因
し
ま
す
。
小
選
挙
区
制
度
で

は
、
多
数
を
占
め
よ
う
と
す
る
政
党
は
、
他
党
の
国
会
議
員
や
、

場
合
に
よ
っ
て
は
他
党
そ
の
も
の
を
吸
収
し
ま
す
。
そ
し
て
、
江

戸
時
代
の
大
名
家
の
よ
う
に
政
治
家
と
い
う
職
業
で
相
続
さ
れ
世

襲
議
員
が
優
先
さ
れ
る
の
が
自
民
党
政
治
の
体
質
で
す
。
世
襲
議

員
の
初
当
選
の
確
立
は
80
％
を
超
え
ま
す
。 

小
選
挙
区
制
の
導
入
は
政
治
を
固
定
化
さ
せ
自
民
党
の
長
期

政
権
を
支
え
ま
し
た
。
１
９
８
５
年
の
プ
ラ
ザ
合
意
は
円
高
を
も

た
ら
し
、
１
９
８
６
年
か
ら
お
よ
そ
５
年
続
い
た
バ
ブ
ル
期
は

「
株
価
、
不
動
産
価
格
、
個
人
資
産
上
昇
」
な
ど
で
好
況
を
博
し

た
も
の
の
庶
民
の
生
活
に
は
反
映
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た
。
し
か

し
、
バ
ブ
ル
崩
壊
は
損
益
だ
け
労
働
者
に
覆
い
被
せ
ら
れ
、
企
業

倒
産
、
解
雇
で
多
く
の
労
働
者
が
窮
地
に
追
い
込
ま
れ
ま
し
た
。 

 

失
わ
れ
た
30
年 

実
質
賃
金
上
が
ら
な
い 

経
済
と
選
挙
制
度
の
改
悪
、
人
口
の
変
動
と
歩
調
を
合
わ
す

よ
う
に
、
年
度
の
節
目
で
「
失
わ
れ
た
10
年
、
20

年
、
30

年
」
使
わ
れ
て
き
ま
し
た
。
そ
の
起
因
は
バ
ブ
ル
崩
壊
後
の
１
９

９
０
年
代
に
あ
り
ま
す
。
こ
の
「
失
わ
れ
た
30
年
」
は
高
度
経

済
成
長
期
や
安
定
成
長
期
の
成
長
が
見
ら
れ
ず
大
企
業
に
富
が
集

中
（
23
年
大
企
業
の
内
部
留
保
５
２
８
兆
円
）
、
労
働
者
に
は

負
の
遺
産
だ
け
を
押
し
つ
け
ま
し
た
。
同
時
に
こ
の
時
期
の
春
闘

か
ら
は
大
幅
賃
上
げ
が
無
く
な
り
、
回
答
は
１
万
円
を
割
り
込
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み
、
名
目
賃
金
は
上
が
る
も
実
質
賃
金
は
マ
イ
ナ
ス
を
続
け
た
ま

ま
で
す
。 

直
近
３
月
の
経
済
労
働
調
査
に
よ
る
と
、
実
質
賃
金
は
マ
イ

ナ
ス
２
・
６
％
、
24
ヵ
月
連
続
の
マ
イ
ナ
ス
で
す
。
Ｇ
Ｄ
Ｐ
も

１
～
３
月
期
は
年
マ
イ
ナ
ス
２
・
０
％
、
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の
60
％
を

占
め
る
個
人
消
費
は
４
期
連
続
マ
イ
ナ
ス
が
続
き
ま
す
。
24
春

闘
の
賃
上
げ
は
、
大
企
業
に
偏
り
、
70
％
以
上
の
中
小
職
場
で

「
賃
上
げ
ゼ
ロ
」
「
僅
か
に
上
が
っ
た
」
が
大
半
を
占
め
ま
す
。

岸
田
首
相
が
唱
え
る
「
新
し
い
資
本
主
義
」
は
労
働
者
の
搾
取
と

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
を
継
承
す
る
経
済
政
策
で
す
。
Ｇ
７
の
中
で
１

９
９
５
年
以
降
に
実
質
賃
金
が
上
が
ら
な
い
の
は
日
本
だ
け
で

す
。 

 

都
会
に
出
て
き
た
け
れ
ど
雇
用
は
非
正
規
だ
け 

「
故
郷
を
離
れ
都
会
に
出
て
き
た
け
れ
ど
雇
用
は
非
正
規
だ
け
」

「
故
郷
に
も
戻
れ
な
い
」
そ
ん
な
声
が
若
者
か
ら
聞
こ
え
ま
す
。 

３
月
分
の
統
計
局
が
公
表
し
た
労
働
力
調
査
に
よ
る
と
、
雇

用
労
働
者
の
60
％
（
３
６
０
２
万
人
）
が
正
規
社
員
で
、
40
％

（
２
１
３
１
万
人
）
は
非
正
規
社
員
に
置
き
換
え
ら
れ
て
い
ま

す
。
１
９
８
０
年
代
ま
で
は
非
正
規
雇
用
労
働
者
は
パ
ー
ト
タ
イ

マ
ー
を
中
心
に
６
０
０
万
人
程
度
で
し
た
が
、
１
９
９
５
年
に
日

本
経
団
連
（
当
時
は
日
本
経
済
連
合
会
『
日
経
連
』
）
が
発
表
し

た
「
新
時
代
の
日
本
的
経
営
」
か
ら
は
驚
異
的
に
非
正
規
採
用
が

拡
大
し
ま
し
た
。 

三
つ
の
雇
用
形
態
：
①
長
期
蓄
積
能
力
活
用
型
グ
ル
ー
プ

（
役
員
・
総
合
職
、
終
身
雇
用
）
、
②
高
度
専
門
能
力
型
グ
ル
ー

プ
（
専
門
職
、
有
期
雇
用
）
、
③
雇
用
柔
軟
型
グ
ル
ー
プ
（
一
般

職
・
有
期
雇
用
）
を
核
に
、
大
量
の
有
期
雇
用
（
い
つ
で
も
解

雇
・
い
つ
で
も
雇
用
）
を
つ
く
り
、
労
働
者
を
経
営
の
調
整
弁
に

し
ま
し
た
。
年
収
４
０
０
万
円
以
上
の
労
働
者
を
つ
く
ら
な
い
最

悪
の
雇
用
形
態
が
現
在
も
進
行
中
で
す
。
日
本
の
大
企
業
が
進
め

る
ブ
ラ
ッ
ク
な
雇
用
形
態
は
労
働
者
を
非
人
間
扱
い
に
す
る
搾
取

の
宝
庫
に
し
て
い
ま
す
。 

 「
新
時
代
の
日
本
的
経
営
」
が
は
じ
ま
る 

「
新
時
代
の
日
本
的
経
営
」
が
発
表
さ
れ
た
１
９
９
５
年
か
ら

29
年
を
迎
え
ま
す
。
１
９
８
０
年
代
ま
で
は
「
会
社
に
入
社
す

れ
ば
終
身
雇
用
、
労
働
組
合
に
も
加
入
」
、
当
時
の
労
働
組
合
組

織
率
は
40
％
で
、
多
く
が
労
働
組
合
員
に
な
り
ま
し
た
。
現
在

は
会
社
に
就
職
し
て
も
正
規
と
非
正
規
に
選
別
さ
れ
、
賃
金
格
差

も
大
き
く
つ
け
ら
れ
ま
す
。
１
９
８
６
年
に
禁
止
さ
れ
て
い
た
労

働
者
派
遣
法
が
施
行
さ
れ
、
13
業
務
（
同
年
16
業
務
に
拡
大
）

を
対
象
に
派
遣
が
解
禁
さ
れ
非
正
規
雇
用
拡
大
の
道
を
つ
く
り
ま

し
た
。 
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実
質
賃
金
は
上
が
ら
ず
、
初
任
給

も
据
え
置
か
れ
、
資
本
の
声
を
代

弁
す
る
マ
ス
コ
ミ
は
「
終
身
雇

用
、
年
功
序
列
」
は
過
去
の
も
の

と
宣
伝
し
ま
す
。
転
職
で
キ
ャ
リ

ア
を
磨
き
、
労
働
の
移
動
を
美
徳

に
誘
い
込
み
ま
す
。
そ
こ
は
、
賃

上
げ
と
雇
用
の
安
定
は
存
在
し
ま

せ
ん
。
低
賃
金
と
雇
用
不
安
に
あ

え
ぐ
若
者
は
結
婚
観
を
見
失
い
ま

す
。
企
業
の
コ
ス
ト
カ
ッ
ト
は
福

利
厚
生
に
及
び
、
社
宅
、
独
身

寮
、
保
養
所
、
診
療
所
等
が
遺
物

扱
い
に
さ
れ
て
い
ま
す
。
働
き
続

け
生
活
す
る
こ
と
の
困
難
が
つ
く

ら
れ
、
少
子
化
の
一
因
に
な
っ
て

い
ま
す
。 

 

食
料
自
給
率
70
％
か
ら
38
％ 

コ
ン
パ
ク
ト
シ
テ
ィ
は
空
想 

日
本
の
食
料
自
給
率
は
１
９
６ 

５
年
に
70
％
で
し
た
が
、
現
在
は 

38
％
ま
で
下
降
し
て
い
ま
す
。
限
界
集
落
が
問
い
質
さ
れ
、
地

域
人
口
の
50
％
以
上
が
65
歳
以
上
の
集
落
が
、
社
会
的
共
同
生

活
を
維
持
す
る
こ
と
の
限
界
が
近
づ
い
て
い
る
こ
と
を
指
し
ま

す
。
日
本
の
人
口
減
少
は
深
刻
な
事
態
に
移
っ
て
い
ま
す
。
ト
ヨ

タ
な
ど
大
企
業
が
行
政
と
タ
ッ
グ
を
組
ん
で
進
め
る
コ
ン
パ
ク
ト

シ
テ
ィ
が
話
題
に
な
っ
て
い
ま
す
。
高
級
住
宅
が
建
ち
並
び
、
公

園
、
学
校
、
病
院
が
隣
接
、
買
い
物
便
利
、
安
心
生
活
が
で
き
る

の
が
キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
で
す
。
し
か
し
、
持
続
性
が
乏
し
く
子

ど
も
た
ち
が
去
る
、
一
昔
前
の
民
間
造
成
開
発
の
団
地
を
連
想
さ

せ
、
高
齢
者
だ
け
が
残
る
現
在
の
団
地
の
二
の
舞
で
す
。
「
24

年
問
題
」
（
長
時
間
労
働
の
禁
止
等
の
法
改
正
）
と
同
様
に
、
日

本
全
国
で
誰
し
も
が
生
活
で
き
る
賃
金
を
得
る
社
会
を
築
か
な
い

限
り
極
小
社
会
を
拒
む
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。 

  

日
本
国
憲
法
が
十
分
に
機
能
、
発
揮
す
る
た
め
に 

「
貯
金
を
し
な
く
と
も
老
後
生
活
が
で
き
る
。
医
療
費
も
教
育
費

の
心
配
も
し
な
い
。
家
族
と
い
つ
で
も
旅
行
が
行
け
る
」
、
そ
ん

な
御
伽
噺
は
な
い
と
の
否
定
は
止
め
ま
し
ょ
う
。
日
本
国
憲
法
が

十
分
に
機
能
、
発
揮
を
す
れ
ば
実
現
で
き
ま
す
。
極
小
社
会
の
加

速
を
止
め
る
の
は
、
誰
し
も
が
生
き
る
希
望
の
持
て
る
立
憲
野
党

政
権
を
実
現
す
る
こ
と
で
す
。 

（
み
や
が
わ 

と
し
か
ず
） 
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